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用 語 の 解 説

１ 事業所

事業所とは、経済活動が行われている場

所ごとの単位で、原則として次の条件を備

えているものをいう。

① 一定の場所（１区画）を占めて、単一

の経営主体のもとで経済活動が行われて

いること。

② 従業者と設備を有して、物の生産や販

売、サービスの提供が継続的に行われて

いること。

事業内容等が不詳の事業所

事業所として存在しているが、記入不備

等で事業内容等が不明の事業所をいう。

派遣従業者のみの事業所

いわゆる労働者派遣法でいう派遣労働者

のほかに、在籍出向など出向元に籍があり

ながら当該事業所で働いている人のみで経

済活動が行われている事業所をいう。

２ 異動状況別事業所

存続事業所

調査日現在に存在した事業所のうち、平

成18年事業所・企業統計調査で調査された

事業所をいう。

また、商業・法人登記等の行政記録で新

たに把握した事業所のうち、平成18年以前

に開設した事業所も存続事業所とする。

新設事業所

調査日現在に存在した事業所のうち、平

成18年事業所・企業統計調査以降に開設し

た事業所をいう。

廃業事業所

平成18年事業所・企業統計調査で調査さ

れた事業所のうち、平成21年経済センサス

‐基礎調査で把握されなかった事業所を

いう。

３ 経営組織

国，地方公共団体

国、都道府県、市区町村、特別地方公共

団体（地方公共団体の組合、財産区など）

をいう。

民 営

国，地方公共団体以外をいう。

個人経営

個人が事業を経営している場合をい

う。

会社や法人組織になっていなければ、

共同経営の場合も個人経営に含める。

法 人

法律の規定によって法人格を認めら

れているものが事業を経営している場

合をいう。

会 社

株式会社（有限会社を含む）、合名

会社、合資会社、合同会社、相互会社

及び外国の会社をいう。

ここで、外国の会社とは、外国で設

立された法人やその他の外国の団体で

あって、会社と同種のもの又は会社に

類似するものの支店、営業所などの

うち、会社法（平成17年法律第86号）

の規定により日本に営業所などの所

在地を登記したものをいう。

なお、外国人の経営する会社や外国

の資本が経営に参加しているいわゆ

る外資系の会社は、外国の会社としな

い。

会社以外の法人

法人格を有する団体のうち、会社以

外の法人をいう。

例えば、 独立行政法人、特殊法人、

認可法人、財団法人、社団法人、学校

法人、社会福祉法人、宗教法人、医療

法人、労働組合（法人格を持つもの）、

農（漁）業協同組合、事業協同組合、

国民健康保険組合、共済組合、信用金

庫などが含まれる。

法人でない団体

団体であるが法人格を持たないもの

をいう。

例えば、協議会、後援会、同窓会、

労働組合（法人格を持たないもの）な

どが含まれる。
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４ 事業所の産業分類

事業所の主な事業の種類（原則として過

去１年間の収入額又は販売額の多いもの）

により分類した。原則として、日本標準産

業分類によるが、一部の小分類項目につい

ては分割したものも小分類に含めて表章

している。

５ 従業者

従業者とは、調査日現在、当該事業所に

所属して働いている全ての人をいう。した

がって、他の会社などの別経営の事業所へ

派遣している人も含まれる。一方、当該事

業所で働いている人であっても、他の会社

などの別経営の事業所から派遣されてい

るなど、当該事業所から賃金・給与（現物

給与を含む。）を支給されていない人は従

業者に含めない。

なお、個人経営の事業所の家族従業者は、

賃金・給与を支給されていなくても従業者

とする。

個人業主

個人経営の事業所で、実際にその事業所

を経営している人をいう。

無給の家族従業者

個人業主の家族で、賃金・給与を受けず

に、事業所の仕事を手伝っている人をいう。

家族であっても、実際に雇用者並みの賃

金・給与を受けて働いている人は、｢常用雇

用者」又は「臨時雇用者」に含める。

有給役員

有給役員とは、法人、団体の役員（常勤、

非常勤は問わない｡) で、給与を受けている

人をいう。

重役や理事などであっても、事務職員、

労務職員を兼ねて一定の職務に就き、一般

職員と同じ給与規則によって給与を受けて

いる人は、「常用雇用者」に含める。

常用雇用者

事業所に常時雇用されている人をいう。

期間を定めずに雇用されている人若しく

は１か月を超える期間を定めて雇用されて

いる人又は平成21年５月と６月にそれぞれ

18日以上雇用されている人をいう。

正社員・正職員

常用雇用者のうち、一般に正社員、正

職員などと呼ばれている人をいう。

正社員・正職員以外

常用雇用者のうち、一般に正社員、正

職員などと呼ばれている人以外で、嘱託、

パートタイマー、アルバイト又はそれに

近い名称で呼ばれている人をいう。

臨時雇用者

１か月以内の期間を定めて雇用されてい

る人又は日々雇用されている人をいう。

派遣従業者（別経営の事業所への派遣従業者）

いわゆる労働者派遣法にいう派遣労働

者のほかに、在籍出向など当該事業所に籍

がありながら、他の会社など別経営の事業

所で働いている人をいう。

６ 別経営の事業所からの派遣従業者

いわゆる労働者派遣法にいう派遣労働

者のほかに、在籍出向など出向元に籍があ

りながら当該事業所に来て働いている人

をいう。

７ 事業従事者

当該事業所で実際に働いている人をいう。

「従業者」から「別経営の事業所への派

遣従業者」を除き、「別経営の事業所から

の派遣従業者」を含めて「事業従事者」と

する。

８ 事業所の開設時期

会社や企業の創業時期ではなく、当該事

業所が現在の場所で事業を始めた時期を

いう。

９ 業態

主に製造して出荷又は卸売

見込み又は受注によって製造・加工を行

い、その製品を出荷又は卸売している場合

をいう。

主に他の業者から支給された原材料により

製造・加工

他の業者から原材料の支給を受けて加工

処理・製造を行い、加工賃を受け取る場合

をいう。

10 本所・支所の別

単独事業所

他の場所に同一経営の本所（本社・本店）

や支所（支社・支店）を持たない事業所を

いう。
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本所（本社・本店）

他の場所に同一経営の支所（支社・支店）

などがあって、それらの全てを統括してい

る事業所をいう。本所の各部門が幾つかの

場所に分かれているような場合は、社長な

どの代表者がいる事業所を本所とし、他は

支所とする。

支所（支社・支店）

他の場所にある本所の統括を受けてい

る事業所をいう。上位の事業所の統括を受

ける一方で、下位の事業所を統括している

中間的な事業所も支所とする。

支社・支店のほか、営業所、出張所、工

場、従業者のいる倉庫、管理人のいる寮な

ども含まれる。

11 企業等

事業・活動を行う法人（外国の会社を除

く）及び個人経営の事業所をいう。個人経

営であって同一の経営者が複数の事業所を

経営している場合は、それらはまとめて一

つの企業等となる。

具体的には、会社企業、会社以外の法人

及び個人経営で本所と支所を含めた全体を

いう。単独事業所の場合は、その事業所だ

けで企業等となる。

会社企業

経営組織が株式会社（有限会社を含む)､

合名会社、合資会社、合同会社及び相互

会社で、本所と支所を含めた全体をいう。

単独事業所の場合は、その事業所だけで

会社企業となる。

12 企業類型

会社企業を構成している事業所により

次の２類型に区分している。

単一事業所企業

単独事業所の企業をいう。

複数事業所企業

国内にある本所と国内又は国外にある

支所で構成されている企業をいう。

単一産業（大分類）企業

一つの産業大分類に属する従業者数（注）

が企業全体の70％以上となる企業をいう。

複数産業（大分類）企業

いずれの産業大分類の従業者数（注）も、

企業全体の70％に満たない企業をいう。

（59ページ[企業類型の例]参照）

（注）従業者数及び別経営の事業所からの

派遣従業者数の合計

13 企業産業分類

企業単位の産業分類で、支所を含めた企

業全体の主な事業の種類（企業全体の過去

１年間の総収入額又は総販売額の最も多い

もの）により分類している。

なお、分類区分は、事業所の産業分類区

分と同一である。

企業の第１順位産業

複数事業所企業の本所が調査票に記入し

た｢法人全体の主な事業の種類｣(企業全体

の過去１年間の総収入額又は総販売額の最

も多いもの)に基づいて分類したもので、

「企業産業分類(中分類)」のことをいう。

特に下記の「企業の第２順位産業」と対

比する場合に用いる。

企業の第２順位産業

複数事業所企業について、企業内の各事

業所の従業者数（注）を各産業ごとに合算し

た結果から「企業の第１順位産業」を除い

て、最も多い産業をいう。

（59ページ[企業の順位産業の例]参照）

第２順位産業のない企業

複数事業所企業について、その属する事

業所の産業中分類が全て「企業の第１順位

産業」のみの企業をいう。

（注）従業者数及び別経営の事業所からの

派遣従業者数の合計

14 国内支所の分布範囲

複数事業所企業について、次のように区

分している。

都道府県内のみに支所をもつ企業

本所の所在する都道府県内に支所の全

てが所在するものをいう。

都道府県外に支所をもつ企業

本所の所在する都道府県外に支所が所

在するものをいう。
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15 資本金額

株式会社（有限会社を含む）については

資本金の額、合名会社、合資会社及び合同

会社については出資金の額、相互会社につ

いては基金の額をいう。

16 決算月

該当する本決算月全てをいう。なお、仮

決算や中間決算は含めない。

17 持株会社

会社の総資産に対する子会社の株式の

取得価格の合計が50％を超える会社をい

う。

純粋持株会社

自らは独自に事業を行わず、株式保有に

よって子会社を支配することを事業とす

る会社のことをいう。なお、金融持株会社

も純粋持株会社に含まれる。

事業持株会社

自らも事業を行い、株式保有によって子

会社を支配することを事業とする会社の

ことをいう。

18 親会社・子会社

親会社

当該会社の議決権を、50％を超えて直接

所有している会社をいう。

ただし、50％以下であっても、当該会社

を子会社とする連結財務諸表が作成され

ている場合は、当該連結財務諸表において

当該会社の直近上位に位置する会社を親

会社とする。

子会社

当該会社が50％を超える議決権を所有

する会社をいう。

また、子会社あるいは当該会社と子会社

の合計で50％超の議決権を所有している

会社も含む。

ただし、50％以下であっても、当該会社

の連結財務諸表の対象となる場合は、その

会社を含む。

19 地域区分

(1) 14大都市圏

大都市圏及び都市圏は、広域的な都市地

域を規定するため行政区域を越えて設定

された地域区分で、下記の設定基準に基づ

く「中心市」及び「周辺市町村」によって

構成し、札幌、仙台、関東、新潟、静岡、

浜松、中京、近畿、岡山、広島、北九州・

福岡の11大都市圏及び松山、熊本、鹿児島

の３都市圏をもって14大都市圏とする。

① 中心市

大都市圏の中心市は、東京都特別区部

及び政令指定都市とした。なお、関東、

近畿、北九州・福岡の各地域のように中

心市が互いに接近している場合は、それ

ぞれを中心市として周辺市町村を設定

し、それらを統合して一つの大都市圏と

する。都市圏の中心市は、大都市圏に含

まれない人口50万以上の市とする。

② 周辺市町村

中心市への15歳以上通勤・通学者数の

割合が当該市町村の常住人口の1.5％以

上であり、かつ、中心市と接している市

町村。ただし、この基準に該当しない市

町村であっても、中心市又はこの基準に

該当している市町村によって囲まれて

いる場合は、周辺市町村とする。

(2) ３大圏

① 首都圏：首都圏整備法で定める東京都、

埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県、栃

木県、群馬県、山梨県

② 中部圏：中部圏開発整備法で定める富

山県、石川県、福井県（近畿圏と重複）、

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重

県（近畿圏と重複）、滋賀県（近畿圏と

重複）

③ 近畿圏：近畿圏整備法で定める福井県

（中部圏と重複）、三重県（中部圏と重

複）、滋賀県（中部圏と重複）、京都府、

大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

(3) 地方圏

① 北海道地方… 北海道

② 東北地方…… 青森県、岩手県、宮城

県、秋田県、山形県、福島県、新潟県

③ 関東地方…… 茨城県、栃木県、群馬

県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

山梨県

④ 北陸地方…… 富山県、石川県、福井

県

⑤ 東海地方…… 長野県、岐阜県、静岡

県、愛知県、三重県

⑥ 近畿地方…… 滋賀県、京都府、大阪

府、兵庫県、奈良県、和歌山県

⑦ 中国地方…… 鳥取県、島根県、岡山
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県、広島県、山口県

⑧ 四国地方…… 徳島県、香川県、愛媛

県、高知県

⑨ 九州地方…… 福岡県、佐賀県、長崎

県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

⑩ 沖縄地方…… 沖縄県

(4) ３大キロ圏

① 東京圏：旧東京都庁（東京都千代田区）

を中心とする各距離範囲内の市区町村。

10、20、30、40、50、60、70キロ圏を表

示している。

② 名古屋圏：名古屋市役所を中心とする

各距離範囲内の市区町村。10、20、30、

40、50キロ圏を表示している。

③ 大阪圏：大阪市役所を中心とする各距

離範囲内の市区町村。10、20、30、40、

50キロ圏を表示している。

(5) 都道府県内ブロック

都道府県内の市区町村を経済的、社会的

又は行政面などの特性によって、幾つかの

地域にまとめたものをいう。

なお、この地域は、都道府県が画定した

ものである。
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単独、
本所・
支所別

構成比
（％）

備 考

単独 （株）○○商店 40 人 I 卸売業，小売業 I 40 人 100.0

企業計 （株）□□建設 200 人

本所 本社 80 人 D 建設業

支所 東京支店 50 人 D 建設業 D 160 人 80.0

支所 大阪支店 30 人 D 建設業

支所 30 人 K

支所 10 人 K

企業計 △△観光（株） 1,500 人

本所 本社 500 人 H 運輸業，郵便業

支所 大阪支社 250 人 H 運輸業，郵便業 H 930 人 62.0

支所 福岡支社 180 人 H 運輸業，郵便業

支所 別府ホテル 240 人 M M 240 人 16.0

支所 △△百貨店 200 人 I 卸売業，小売業

支所 130 人 I 卸売業，小売業

単独、
本所・
支所別

ＡＢ鉄道（株） 企業計 人

本所 人

支所 人

支所 人

支所 人

支所 人

東ホテル 支所 人

西ホテル 支所 人

大手デパート 支所 人

（注）従業者数及び別経営の事業所からの派遣従業者数の合計

産業中分類
別従業者数
（注）

20.0

I 330 人 22.0

企業産業中分類はH42であるので、第
１順位産業は「H42（鉄道業）」とな
る。

第２順位産業はH42を除いて、従業者
数（注）が最も多い産業中分類の
「K68（不動産取引業）」となる。

［企 業 類 型 の 例]

［企 業 の 順 位 産 業 の 例]

1,300

250

150

50

300

200

不動産部
第１営業所

△△スーパー
マーケツト

不動産部
大分営業所

不動産部
別府営業所

事業所の名称
各事業所の
産業大分類

〃

〃

〃

〃

H 42
（450人）

K 68
（500人）

M 75
（250人）

I 56
（100人）

150

100

100

K 68

M 75

M 75

I 56

H 42

〃

〃

〃

〃 K 68

本社 H 42

大分駅

国東駅

H 42

H 42

産業大分類の従業者
数（注）が企業全体
の70％未満のため複
数産業（大分類）企
業となる。

事業所の名称
従業者数
（注）

各事業所の
産業中分類

企業産業
中分類

備考

複数産業
（大分類）
企業

〃

〃

〃

〃

〃

〃

複

数

事

業

所

企

業

同
第２営業所

宿泊業，
飲食サービス業

産業大分類
別従業者数
（注）

従業者数
（注）

企業類型

単一事業所企業

産業大分類Ｄ建設業
の従業者数（注）が
企業全体の70％以上
を占めているので単
一産業（大分類）企
業となる。

単一産業
（大分類）
企業 〃

〃

〃

〃

〃

不動産業，
物品賃貸業

不動産業，
物品賃貸業

K 40 人



全国すべての事業所を対象に、平成２４年２月１日現在で

実施します。

ご理解とご協力をお願いします。

〈 ホームページ 〉

平成24年経済センサス-活動調査
- 経済の国勢調査を実施します -

〈 ホームページ 〉

総務省統計局 ｈttp://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/index.htm

経済産業省 ｈttp://www.meti.go.jp/statistics/tyo/census/index.html

【お問い合わせ先】

大分県企画振興部統計調査課産業統計班

〒８７０－８５０１ 大分市大手町３丁目１番１号

電 話： （代表） ０９７－５３６－１１１１ （内線） ２４４９

（直通） ０９７－５０６－２４４９

ＦＡＸ： ０９７－５０６－１７２７
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